利　用　に　あ　た　っ　て

１　「青森県人口移動統計調査」のあらまし

　

　（１）　調査の目的

　　　　この調査は、青森県内の人口移動の実態を常時的確に把握し、各種行政の基礎資料を得ることを目的とする。

　

（２）　調査方法

　　　　｢住民基本台帳法｣及び「外国人登録法」の規定に基づく住民の市町村への届出及び届出

　　　者に対するアンケート調査結果を集計することによる。なお、本調査は「青森県統計調査

　　　条例」（昭和２５年３月条例第１０号）及び「青森県人口移動統計調査規程」（平成１２年３月青森県告示第１６６号）に基づいている。

（3）　 調査期間

　　　　平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの１年間

（4）　 調査事項

1　 出生数（男女別）

2　 死亡数（男女別）

3　 転入者数（男女、県内・県外別）

4　 転出者数（男女、県内・県外別）

5　 従前の住所地別県内転入者数（男女別）

6　 理由別移動者数（男女、県内・県外別）

7　 移動前後の産業別就業者数（男女、県内・県外別）

8　 年齢別推計人口（男女、各歳別）

２　人口の推計方法について

　　推計人口は、直近の国勢調査人口を基礎とし、これに市町村から毎月報告のあった出生数、死

亡数、転入者数及び転出者数（外国人を含む）を国勢調査人口に加減することにより算出してい

る（平成１６年１月１日現在の推計人口は、平成１２年国勢調査人口を基礎としている）。

　（県推計人口）＝（前期の人口）＋（出生数）－（死亡数）

　　　　　　　　＋（県外からの転入者数＋転入不明者数）－（県外への転出者数＋転出不明者数）

　（市町村推計人口）＝（前期の人口）＋（出生数）－（死亡数）

　　　　　　　　　　＋（転入者数）－（転出者数）

３　出生数と死亡数について

　　出生数及び死亡数は、厚生労働省が行っている「人口動態統計」の数値とは、以下のとおり出

生及び死亡の数を統計データとする時期の違いにより、両調査の数値は一致しない。

　　「青森県人口移動統計調査」　　出生又は死亡の届出があった時点で統計データとする。

　　「人口動態統計」　　　　　　　出生又は死亡が発生した時点で統計データとする。

　

４　県内転入と県内転出について

　　県内転入と県内転出では、両者は伴って起こる現象なので、両者の数は一致するはずであるが、

届出時期のずれ等により必ずしも一致しない。

５　理由別人口移動状況及び移動前後の産業別就業者数

理由別人口移動状況及び移動前後の産業別就業者数は、市町村窓口へ転入又は転出の届出を行った者の中で「県内転入者」、「県外転入者」及び「県外転出者」に対するアンケート調査に基づくものであり、無回答等もあるため実際の移動者数とは一致しない。

なお、移動前後の産業別就業者数の中で、「○○等」としてある産業には、以下の産業が含まれる。

「電気業等」：電気・ガス・熱供給・水道業

「運輸業等」：運輸・通信業

「小売業等」：卸売・小売業・飲食店

「金融業等」：金融・保険業

　　また、「その他」には、無職も含まれる。

５　年齢別推計人口について

国勢調査における調査基準日が毎回１０月１日であることから、年齢別推計人口の基準日はこ

　れに合わせ、平成１６年１０月１日現在とした。

　　なお、年齢別推計人口に用いる年齢は、平成１６年９月３０日現在の満年齢である。

　　また、人口の捕え方について、国勢調査と住民基本台帳法及び外国人登録法の定義には若干の　

　相違があり、例えば国勢調査では原則として実際に３ヶ月以上住んでいるか住むことになってい

　る人が調査の対象となるが、住民基本台帳による増減数は同台帳に登録又は抹消した時点で数え

　られるといった報告誤差により、一部の年齢層（人数の少ない高年齢層や年齢不詳者）にマイナスを生じることがあるため、利用に際して留意されたい。

６　県人口推計方法の変更について

　　これまで県人口の推計は、県間移動者数に加え、県内市町村間移動者数も含めていたが、平成１３年以降は県内市町村間移動者数を含めず推計することとしたことから、以前に公表している県人口は、平成１３年以降が変更となっているので留意されたい。

　　なお、県人口には、県内市町村間の移動者数を含んでいない為、各市町村の推計人口の総数とは一致しない。
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